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2015 年 12 月 24 日に閣議決定された「平成 28 年税制改正の大綱」において、
成長を志向した法人税改革を行なうため、法人実効税率を引き下げる一方、外
形標準課税を更に拡大するとしている。具体的にいうと外形標準課税の付加価
























































































































るとされた。地方制度調査会第４部会の答申（1947 年 2 月）および税制調査























































万円+50 万円+60 万円+100 万円=220 万円が各々の企業に課税されるが、これ
らの取引を一社で行なっている（垂直統合している）大企業は 100 万円にのみ
課税されることになり、課税の公平性が損なわれている。一方、付加価値税で
あれば、各々の企業に 10 万円、40 万円(50 万円から 10 万円を控除)、10 万円












































































他方で、全国知事会においても 1977 年 12 月に「全国知事会における法人事
業税外形課税実施要綱」によって、地方税法における所得と外形標準を併用す
る課税標準の案を提示している。 






































2000 年 12 月には、政府税制調査会から「平成 13 年度の税制改正に関する
答申」において、同年 11 月に示された自治省の具体案についての意見が述べ
られた。自治省の具体案は、「所得基準と外形基準を 2 分の 1 ずつ併用するも


















2002 年 12 月に長かった議論に一区切りがつくことになる。自民党が「平成
15 年度税制改正大綱」において、「これまでの議論を踏まえ検討を行った結果、
現下の景気の状況等も勘案し、平成 15 年度に、資本金 1 億円超の法人を対象
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